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１ 政府は、本年８月１７日、「平成２５年度予算の概算要求組替え基準について」を閣議

決定した。そこでは、「特に財政に大きな負担となっている社会保障分野についても、こ

れを聖域視することなく、生活保護の見直しをはじめとして、最大限の効率化を図る」

との方針が強調されている。また、厚生労働省が公表した平成２５年度の予算概算要求

の主要事項では、「生活保護基準の検証・見直しの具体的内容については、予算編成過程

で検討する」とされている。そして、本年１０月５日に開催された社会保障審議会生活

保護基準部会において、厚生労働省は、第１十分位層（全世帯を所得階級に１０等分し

たうち下から１番目の所得が一番低い層の世帯）の消費水準と現行の生活扶助基準額と

を比較するという検証方針を提案した。 

これら一連の事実から、本年末にかけての来年度予算編成過程において、厚生労働大

臣が、生活保護基準の引き下げを行おうとすることは必至の情勢にある。 

２ しかしながら、生活保護基準は、いうまでもなく憲法２５条が保障する「健康で文化

的な最低限度の生活」の基準であって、わが国の生存権保障の水準を決する極めて重要

な基準である。生活保護基準が下がれば、保護が廃止される者や、保護費が減少する者

が大量に発生するだけでなく、最低賃金の引き上げ目標額が下がり、労働者の労働条件

にも重大な影響が及ぶことになる。また、生活保護基準は、地方税の非課税基準、国民

健康保険の保険料・一部負担金の減免基準、介護保険の利用料・保険料の減額基準、障

害者自立支援法による利用料の減額基準、生活福祉資金の貸付対象基準、就学援助の給

付対象基準など、医療・福祉・教育・税制などの多様な施策にも連動しているから、生

活保護基準の引き下げは、これらの施策を利用している低所得層の人々にも重大な影響

を与えることになる。 

このように、生活保護基準は、わが国の生存権保障の基盤を支える重要な基準である

から、生活保護利用当事者を含む市民各層の意見を十分に聴取したうえで、多角的かつ

慎重に決せられるべきものであり、財政目的ありきで政治的に決することは到底許され

ない。 

３ さらに、厚生労働省が提案した上記の「第１十分位層を基準に生活扶助基準額と消費

水準を比較する」という手法については、その妥当性、合理性に極めて大きな問題があ

る。 

まず、平成２２年４月９日付けの厚生労働省の発表によっても、わが国の生活保護の

「捕捉率」（制度の利用資格がある者のうち現に利用できている者が占める割合）が１５．

３％～２９．６％と推計されていることからすると、生活保護基準未満の低所得世帯の

うち７割以上が生活保護を利用していないことになる。このように生活保護基準以下の

生活を余儀なくされている「漏給層（制度の利用資格のある者のうち現に利用していな

い者）」が大量に存在する現状においては、低所得世帯の消費支出が生活保護基準以下と
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なるのは当然のことである。にもかかわらず、低所得世帯の中でも極めて所得の低い第

１十分位層の消費水準との比較を根拠に生活保護基準を引き下げることを許せば、保護

基準を際限なく引き下げていくことにつながり、合理性がないことは明らかである。 

また、昭和５９年以降採用されてきた生活保護基準の検証方式である「消費水準均衡

方式」は、中央社会福祉審議会が、生活保護受給世帯の消費水準を「一般国民の消費実

態との均衡上ほぼ妥当な水準」であるとし、その均衡(格差)をそのまま維持せよと意見

具申したのをうけて導入されたものである。その際、生活保護基準の妥当性検証の前提

とされたのは、平均的一般世帯の消費支出、低所得世帯（ここでいう低所得世帯とは、

第１十分位層よりずっと高めの第１五分位と第２五分位の世帯であった。）の消費支出、

被保護世帯の消費支出の３つの間の格差の均衡に留意するということであり、第１十分

位層の消費支出に生活扶助基準を合わせるというものではない。 

そもそも、平成２３年２月からの生活保護基準部会においては、比較対象を第１十分

位層とすることについて、委員からさまざまな疑義が示されて来た。上記の厚生労働省

の取りまとめ案は、こうした議論を反映させることなく、生活保護基準の引き下げとい

う結論が先にありきで第１十分位層との比較に誘導しようとするものであり、学識経験

者らによる真摯な検討過程を冒涜するものと言わざるを得ない。 

４ 近年の社会経済情勢に伴い雇用が不安定化していることや、高齢化が急速に進んでい

るのに年金制度による社会保障機能が脆弱であることなどを考えれば、生活保護の利用

者が増加するのは、むしろ当然のことである。 

自由競争や自己責任が強調される一方で、貧困や格差が拡大し、本来、生活保護を利

用できて然るべき人々が排除されている現状においては、むしろ、最後のセーフティー

ネットとされる生活保護制度の積極的な運用が期待されている。 

 よって、本会は、厚生労働省の上記取りまとめ案の撤回を求めるとともに、来年度予

算編成過程において生活保護基準を引き下げることに強く反対するものである。 
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